
 

 

平成３０年度 周南市指定居宅介護支援事業所 集団指導 
 

 

日時：平成３０年８月１日（水）14：00～ 

場所：周南市役所１階 シビックプラットホーム 多目的室 

 

 

 

 

１ 権限移譲に係る留意事項について 

 

 

２ 介護保険法の改正点に係る補足事項について 

 

（１）入院時情報連携加算について 

 

   （２）退院・退所加算について 

 

   （３）主治の医師等に対するケアプランの交付について 

 

   （４）ターミナルケアマネジメント加算について 

 

   （５）特定事業所加算について 

 

   （６）公正中立なケアマネジメントの確保（契約時の説明等）について 

 

 

３ 訪問介護（生活援助中心型）の多数回利用に係る届出について 

 

 

４ 指定申請に係る文書の削減について 

 

 

５ 特定事業所集中減算に係る算定と届出について 

 

 

６ 高齢者支援課より事務連絡 

 

 

７ 地域福祉課より事務連絡 

 

 

８ その他事務連絡 
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「地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するための関係法律の整備等に

関する法律」（平成 26 年法律第 83 号）の規定による介護保険法の改正により、居

宅介護支援事業者の指定権限等が平成 30 年 4 月 1 日に山口県から周南市へ移譲。 

 

 

【移譲に伴う変更内容及び留意事項】 

・利用者へのサービス提供にかかる諸記録の保管期間変更 

  2 年→周南市条例により 5 年へ 

 

・指定(更新)申請書、変更届出書の様式変更 

従来の県様式は使用不可。周南市の各様式は指導監査室のホームページに掲載。

指定更新申請について、県指定時は内容に変更がない場合、一部の項目は省略

可だったが、周南市は省略不可とするので注意。 

 

・変更届出書の提出期限 

加算の算定に係る届出は変更しようとする月の前月の 15 日まで、その他の変更

は変更後 10 日以内。 

 

・居宅介護支援に関する質問について 

質問に際しては、事前に国が示す基準省令や解釈通知類を確認のこと。その上

で不明な点について質問のこと。 

質問票の様式は指導監査室のホームページに掲載しているので、原則メールに

て。可能な限り 1 週間以内に回答。 

１．権限移譲に係る留意事項について 
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（１）入院時情報連携加算について 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｑ．入院後 3 日以内に電話で医療機関に情報提供した場合は算定要件を満たす

か。また、国が様式を示す入院時情報提供書との関係は？ 

 

Ａ．従前は医療機関の職員と面談し情報提供しなければなりませんでしたが、

今般の基準改正により方法は問わないことが示されました。しかし、国が

様式を示す入院時情報提供書の内容や項目量等を鑑みると書面による情報

提供を行う方が望ましく、より現実的な方法であると考えます。 

２．介護保険法の改正点に係る補足事項について 
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（２）退院・退所加算について 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
★診療報酬の算定方法別表第１医科診療報酬点数表の退院時共同指導料 2 の注 3 の要件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｑ．「規定するカンファレンス」は診療報酬の算定方法別表第 1 医科診療報酬点

数表の退院時共同指導料2の注3の要件を満たすものと留意事項にあるが、

ケアマネジャーはどのように確認したら良いか？ 

また、在宅側がケアマネジャーだけでは「規定するカンファレンス」に該当

しないか？  

 

Ａ．在宅側の参加者がケアマネジャーのみでは、「規定するカンファレンス」の

要件を満たすことはできません。 

当該カンファレンス参加時には、参加者の職種等を確認してください。 

注１の場合において、入院中の保険医療機関の保険医又は看護師等※1 が、 

① 在宅療養担当医療機関※2 の保険医若しくは看護師等※1 

② 保険医である歯科医師若しくはその指示を受けた歯科衛生士 

③ 保険薬局の保険薬剤師 

④ 訪問看護ステーションの看護師等※1（准看護師を除く。）、理学療法士、作業療法士 

若しくは言語聴覚士 

⑤ 介護支援専門員又は相談支援専門員 

のうちいずれか 3 者以上と共同して行った場合に、多機関共同指導加算として、2,000 点を所定

点数に加算する。 

 
  ※1 当該保険医の指示を受けた保健師、助産師、看護師、准看護師 
  ※2 地域において当該患者の退院後の在宅療養を担う保険医療機関 
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（３）主治の医師等に対するケアプランの交付について 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｑ．主治の医師等に対してケアプランを交付することが義務づけられたことに

ついて、現在（平成 30 年 3 月末時点）医療系サービスを利用している方

の分はどうすべきか？ 

 また、交付をしたことの証明は居宅介護支援経過の記載のみで主治医等に

受領印等を求める必要があるか。 

 

Ａ．主治の医師等の意見に基づき、訪問看護など医療系サービスをケアプラン

に位置付けた場合は意見を求めた主治の医師等にケアプランを交付しな

ればならないことになりました。 

ケアプラン更新時は勿論、現在（平成 30 年 3 月末時点）利用されている

方の分も、次回ケアプラン更新を待たずに交付することが望ましいもので

す。 

尚、交付方法は対面のほか郵送やメールでも可とされており、交付年月日

などの提供の状況を居宅介護支援経過に記録してください。 

また、主治の医師等に交付したことを証する書類（受領証やメールの送受

信記録）は医師等に過重な負担がかからないよう十分配慮の上、可能な範

囲で徴取・保管してください。 
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（４）ターミナルケアマネジメント加算について 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｑ．当該加算の算定要件に『利用者又はその家族の同意を得た上で、死亡日及び死亡日

前 14 日以内に 2 日以上在宅を訪問し、主治の医師等の助言を得つつ、利用者の状

態やサービス変更の必要性等の把握、利用者への支援を実施』とあるが、ここに言

う「同意」を得る時期と方法は、以下のいずれが想定されているか？ 

  ・ターミナル期に何らかの書面による同意を得る 

  ・事前に重要事項説明書に記載の上、同意を得ておく 

 

Ａ．当該加算の算定には、 

①ターミナルケアマネジメントを受けることについての同意 

②当該利用者の居宅を頻回に（その死亡日及び死亡日前 14 日以内に 2 日以上） 

訪問することについての同意 

を要しますが、①については、ターミナルケアマネジメントを実施する前に、②に

ついては、頻回な訪問を開始する前に、書面によって得るのが望ましいと考えます。 

尚、重要事項説明書は当該加算の算定要件にある同意とは異なります。 

ただし「指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準」の第 4 条に基づ

き、当該加算について記載し同意を得る必要があります。 

Ｑ．算定要件の中に、死亡日及び死亡日前 14 日以内に 2 日以上訪問とあるが、14 日

以内の 2 日の訪問はクリアしても、死亡日に確実に訪問しておかなければこの加

算を算定できないのか。 

 

Ａ．死亡日の 1 日と死亡日前の 14 日の和の計 15 日以内に 2 日以上と理解して 

ください。 
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（５）特定事業所加算について 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｑ．他法人との事例検討会の実施について、年間計画を立て、事前の準備から事例検討

会等の開催当日の会議録を含め、記録として残しておけば問題はないのか。年間計

画を提出したり、毎回検討会後に書類の提出を求められるのか。 

 

Ａ．会議録の提出を実施ごとに求めることはありませんが、適宜、提示や提出を求める

場合もあり得ますので保管は確実にお願いします。また、年間計画は「毎年度少な

くとも次年度が始まるまでに事例検討会等に係る次年度の計画を定めること」とさ

れており、毎年度年間計画書の提出を依頼する予定です。 

Ｑ．地域包括支援センター主催の事例検討会への参加について、出席したことの証明 

は、当該事例検討会の会議録の保管で良いのか。参加受領印等を地域包括支援セン

ターに求める必要があるのか。 

 

Ａ．会議録等出席者が明記されているものを確実に保管しておいてください。参加印 

の授受は可能な範囲で対応してください。 

Ｑ．他法人との事例検討会の実施及び地域包括支援センター主催の事例検討会への参

加について、年間の開催・出席回数は定められているのか。 

 

Ａ．厚生労働省からは具体的な開催・出席回数は示されていませんが、特定事業所加 

算算定事業所は、質の高いケアマネジメントを実施する事業所として、地域におけ

るケアマネジメントの質の向上を牽引する立場にあるという趣旨を踏まえた上で

事例検討会等の計画・実施や参加をお願いします。 
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（６）公正中立なケアマネジメントの確保（契約時の説明等）について 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

Ｑ．利用者に複数のサービス事業所の紹介を求めること等を説明することが義

務付けられたが、この説明をする頻度は？ 

 

Ａ．指定居宅介護支援の提供の開始時に行うことで基準を満たすと考えられま

すが、経年などによって利用者やその家族の理解が薄れることがあり得る

ため、ケアプランの更新時や変更時の際には口頭での説明を行うことが望

ましいと考えます。 
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【平成 30 年 10 月 1 日から施行】 

 

生活援助中心型の訪問介護が通常の利用状況からかけ離れた利用回数となってい

るケアプランについて、市町村への届出を義務付け、そのケアプランについて、市

町村が地域ケア会議等において検証を行い、必要に応じ是正を促すもの。 

 

届出が義務付けられる生活援助の回数が介護度に応じて示された。 

 

  〈届出の要否の基準となる回数〉 

要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 

27 回 34 回 43 回 38 回 31 回 

 

 

厚労省が具体的なマニュアルを 8 月末頃市町村に示すとの情報があるので、その

動向を見ながら、メール・ホームページにて情報提供していく予定。 

３．訪問介護(生活援助中心型)の多数回利用に係る届出について 
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【平成 30 年 10 月 1 日から施行】 

 

介護保険サービスの指定等につき、指定申請に係る以下の文書等を削減。 

  ・申請者の定款、寄附行為等 

  ・役員の氏名、生年月日及び住所 

  ・事業に係る資産の状況 

  ・事業に係る居宅介護サービス計画費の請求に関する事項 

  ・介護支援専門員の氏名及びその登録番号 

 

当初の指定申請に限らず、指定更新申請、変更届出も同様。 

変更後の様式については、現在調整中のため、後日メール・ホームページにて 

お知らせ。 

 

４．指定申請に係る文書の削減について 
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4 月の基準改定により、対象サービスの種類が従前の 18 種類から「訪問介護、通

所介護、福祉用具貸与、地域密着型通所介護」の 4 種類に縮小。 

 

平成 30 年度前期分の様式等を 8 月初旬に指導監査室のホームページに掲載する

ので、全ての事業所において算定のこと。 

算定の結果、紹介率最高法人の割合が 80％を超えた場合は、正当な理由の有無に

関わらず指導監査室へ届出が必要。 

 

通常、前期の判定期間は 3 月～8 月までの 6 カ月だが、基準改定に伴い平成 30

年度の前期分に限って 4 月～8 月の 5 カ月分が対象となっているので注意。 

５．特定事業所集中減算に係る算定と届出について 
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（１）ケアプラン点検について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）ケアプランの目的について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）周南市のケアプラン実施状況について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６．高齢者支援課より事務連絡 



- 13 - 

 

※法的根拠抜粋 

 
【介護保険制度の３つの基本理念】 

 

介護保険法 第１条 

この法律は、加齢に伴って生じる心身の変化に起因する疾病等により要介護状態とな

り、入浴、排せつ、食事等の介護、機能訓練並びに看護及び療養上の管理その他の医

療を要する者等について、これらの者が尊厳を保持し、その有する能力に応じた自立

した日常生活を営むことができるよう、必要な保健医療サービス及び福祉サービスに

係る給付を行うため、国民の共同連帯の理念に基づき介護保険制度を設け、その行う

保険給付等に関して必要な事項を定め、もって国民の保健医療の向上及び福祉の推進

を図る事を目的とする。 

介護保険法 第２条第２・３項 

２ 前項の保険給付は、要介護状態等の軽減又は悪化の防止に資するよう行われると

ともに、医療との連携に十分配慮して行わなければならない。 

３ 第１項の保険給付は、被保険者の心身の状況、その置かれている環境等に応じて、

被保険者の選択に基づき、適切な保健医療サービス及び福祉サービスが、多様な事業

者又は施設から、総合的かつ効率的に提供されるように配慮して行われなければなら

ない。 

（国民の努力義務） 

介護保険法 第４条 

１ 国民は、自ら要介護状態となることを予防するため、加齢に伴って生ずる心身の

変化を自覚して常に健康の保持増進に努めるとともに、要介護状態になった場合にお

いても、進んでリハビリテーションその他の適切な保健医療サービス及び福祉サービ

スを利用することにより、その有する能力の維持向上に努めるものとする。 

２ 国民は、共同理念に基づき、介護保険事業に要する費用を公平に負担するものと

する。 

（基本方針） 

指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準 第１条の２ 

１ 指定居宅の事業は、要介護状態となった場合においても、その利用者が可能な限

りその居宅において、その有する能力に応じ自立した日常生活を営む事が出来るよう

に配慮して行われるものでなければならない。 

２ 指定居宅介護支援の事業は、利用者の心身の状況、その置かれている環境に応じ

て、利用者の選択に基づき、適切な保健医療サ-ビス及び福祉サービスが、多様な事

業所から、総合的かつ効率的に提供されるよう配慮して行われるものでなければなら

ない。 
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（１）総合事業の報酬改定について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）地域単価について 

７．地域福祉課より事務連絡 
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